
糸島市保育士就職サポート給付金支給規程 

（趣旨） 

第１条 この告示は、本市における待機児童の解消に向けた保育士等の安定的な確保を図

るため、市内の保育所等に新たに就業する保育士等に対して、市が予算の範囲内において

支給する糸島市保育士就職サポート給付金（以下「給付金」という。）について、糸島市

補助金等交付規則（平成 22年糸島市規則第 55号）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 保育士等 保育に従事する常勤の職員で、保育士又は保育教諭（主幹保育教諭及び

指導保育教諭を含む。）である者をいう。 

(2) 常勤の職員 １日６時間以上、かつ、月 20日以上勤務する職員で、期間の定めのな

い労働契約を結んでいる者をいう。 

(3) 保育所等 次のアからウまでのいずれかに該当する施設をいう。 

ア 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第 39条第１項に規定する保育所 

イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18

年法律第 77号）第２条第６項に規定する認定こども園 

ウ 児童福祉法第６条の３第 10項に規定する小規模保育事業を行う施設 

（給付金の支給） 

第３条 市は、給付金の支給の対象となる者（以下「支給対象者」という。）に対し、給付

金として基本給付金及び加算給付金をそれぞれ１回に限り支給する。 

（給付金の額） 

第４条 給付金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 基本給付金 10万円 

(2) 加算給付金 10万円 

（給付金の支給対象者） 

第５条 基本給付金の支給対象者は、令和８年４月以後に市内の保育所等で勤務を開始し

た保育士等で、令和８年３月 31 日において次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 市外の保育所等（市内の保育所等を経営する法人が経営する市外の保育所等を除

く。）で保育士等として勤務する者 

(2) 保育所等で保育士等として勤務しない者 

２ 加算給付金の支給対象者は、基本給付金の支給対象者のうち、申請時点において市内に

住所を有する者で、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 市内の保育所等で保育士等として勤務を開始した日（以下「勤務開始日」という。）

に市内に住所を有する者 



(2) 勤務開始日から６月以内に市内に転入した者 

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号に該当する者には給付金を支給しない。 

(1) 市税を滞納している者 

(2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第

６号に規定する暴力団員（次号において「暴力団員」という。）である者 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団

又は暴力団員と密接な関係を有する者 

（給付金の支給申請） 

第６条 給付金の支給を受けようとする支給対象者は、糸島市保育士就職サポート給付金

支給申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、勤務開

始日から３月を経過する日までに市長に提出しなければならない。ただし、市長が不要と

認めるときは、当該書類の添付を省略することができる。 

(1) 保育士証又は幼稚園教諭免許状の写し 

(2) 勤務内容証明書（様式第２号） 

(3) 誓約書（様式第３号） 

(4) 住民票の写し（加算給付金を申請する場合に限る。） 

(5) 市税の滞納がないことの証明書 

(6) その他市長が必要と認める書類 

２ 給付金の支給を受けようとする支給対象者が基本給付金と加算給付金のいずれも支給

を受けることができるときは、基本給付金と加算給付金を同時に申請しなければならな

い。 

３ 基本給付金の支給の申請をした後に市内に転入した者が加算給付金の支給を受けよう

とするときは、第１項の規定にかかわらず、申請書に誓約書及び住民票の写しを添えて、

市内に転入した日から起算して３月を経過する日までに市長に提出しなければならない。

ただし、市長が不要と認めるときは、当該書類の添付を省略することができる。 

（支給の決定等） 

第７条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査のうえ、給付金の

支給の可否及び支給額を決定し、糸島市保育士就職サポート給付金支給（不支給）決定通

知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により給付金の支給を決定したときは、速やかに給付金を支給する

ものとする。 

（変更の届出） 

第８条 給付金の支給決定を受けた者（次条において「支給決定者」という。）は、勤務開

始日から１年以内に退職したとき又は市外に転出したときその他申請内容に変更が生じ

たときは、速やかに市長に届け出なければならない。 

（給付金の支給の取消し等） 



第９条 市長は、支給決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、支給決定の全部若し

くは一部を取り消し、又は既に支給した給付金の全部若しくは一部の返還を命じること

ができる。 

(1) 虚偽の申請をしたとき。 

(2) 勤務開始日から１年以内に保育所等を退職したとき。  

(3) 勤務開始日から１年以内に市外に転出したとき。 

(4) 第５条第３項各号のいずれかに該当することとなったとき。 

(5) その他この告示に違反したとき。 

（補則） 

第 10条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（申請期限の特例） 

２ この告示の施行の日に市内の保育所等で保育士等として勤務する者が給付金を申請す

る場合の第６条第１項の規定の適用については、同項中「勤務開始日から３月を経過する

日」とあるのは、「令和８年９月 30日」とする。 


